申請手引（随時審査・定期審査・登録業務変更）
１　提出方法
　　静岡県が発注する情報システム開発等の業務の委託に係る競争入札参加資格の審査を希望される場合は、「ふじのくに電子申請サービス（以下「電子申請サービス」という。）」を御利用ください。

２　提出書類
　　次の書類を電子申請サービスで提出してください。書類が確認でき次第、審査を開始します。
	提　出　書　類
	提　出　要　領

	必ず提出が必要な書類
	情報システム開発等の業務の委託に係る競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）
	・記入様式のExcelファイルに必要事項を記入してください。

	
	営業概要書（様式第２号）
	・記入様式のExcelファイルに必要事項を記入してください。

	
	使用印鑑届（様式第４号）

	・記入様式のExcelファイルの「使用印鑑届」シートに押印したものを、PDF化してください。
・使用印鑑欄には、契約関係（入札、契約、代金の請求、受領等）に使用する印を押印してください。なお、代理人を選任（委任状を提出）したときは代理人（支店長・営業所長等）が使用する印を押印してください。
・申請者欄は代表者印（印鑑証明書と同じ印）を押印してください。

	
	誓約書（様式第５号）
	・記入様式のExcelファイルに必要事項を記入してください。

	
	役員等名簿（様式第10号）
	・様式第10号のExcelファイルに必要事項を記入してください。

	
	財務諸表（※１）
	・審査基準日の直前２年分の貸借対照表及び損益計算書
・PDFファイルは、「前々年→前年（直近期）」のページ順にしてください。

	
	登記事項証明書（※２）
	・法務局発行のもので、発行後３か月以内のもの（履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書）

	
	印鑑証明書（※３）
	・発行後３か月以内のもの

	
	消費税及び地方消費税の納税証明書（※４）
	・税務署が発行する直近事業年度のもの
（書式「その３」または「その３の３」のどちらでも可）

	
	法人事業税・法人県民税の納税証明書（※５）
	・静岡県が発行する直近事業年度のもの
・滞納がないことを確認できる内容であるもの
・静岡県内に事業所がない等、静岡県税の納税義務がない場合は、本社等所在都道府県が発行する証明書

	該当する場合に必要な書類
	委任状（様式第３号）
	・記入様式のExcelファイルの「委任状」シートに押印したものを、PDF化してください。
・静岡県との入札、契約、代金の請求、受領等の権限を、支店長や営業所長等に委任する場合は提出してください。
・申請者欄は代表者印（印鑑証明書と同じ印）を、受任者欄は代理人（支店長・営業所長等）が使用する印を押印してください。

	
	プライバシーマーク使用許諾証
	・プライバシーマーク使用許諾を受けている場合

	
	ISMS認証（認証基準ISO/IEC27001）認定書

	・情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価の認定を取得している場合
・付属書等がある場合にはその付属書等

	
	ISO9001認証登録証
	・情報システムの開発に関わるISO9001の認証を取得している場合
・付属書等がある場合にはその付属書等

	
	ISO14001認証登録証
	・環境管理、監査に関するISO14001の認証を取得している場合
・付属書がある場合にはその付属書等

	
	CMM（Capability Maturity Model）レベル証明書
	・ソフトウェア開発能力成熟度モデルのレベル評価を受けている場合（日本語表記のもの）

	
	その他認証等の証明書
	・その他認証等を受けている場合


　（注）１　（※１）個人の場合は、確定申告等財務諸表(控え)とその付属資料
　　　　２　（※２）個人の場合は、代表者の本籍地市区町村発行の「本人確認書類」
　　　　３　（※３）個人の場合は、印鑑登録証明書
　　　　４　（※４）個人の場合は、書式その３の２
　　　　５　（※５）個人の場合は、個人事業税の納税証明書

[bookmark: OLE_LINK1]　　次に該当する場合は、追加の添付書類が必要です。
	変　更　内　容
	追　加　す　る　添　付　書　類

	営業概要書（様式第２号）「１ 会社概要」の営業年数が２年に満たない場合
	・分割契約書、営業譲渡書等

	合併等で存続する有資格者が登録業務の一部を追加する場合
	・当該事実に係る契約書

	合併等で資格者の登録業務に相当する事業を資格者でない者が承継する場合
	・当該事実が記載された登記事項証明書又は当該事実に係る契約書
・その他事実確認のために指示する書類



３　問い合わせ先
　（１）情報システム開発等の業務の委託に係る競争入札参加資格の審査に関すること
　　・　住　　所　　〒420-8601　静岡県静岡市葵区追手町９－６
　　・　担    当　　静岡県企画部電子県庁課　入札参加資格担当
　　・　電話番号　　０５４－２２１－２１９５
　　・　e-mail　　　joho@pref.shizuoka.lg.jp
　（２）システム操作に関すること
　　・　担    当　　電子申請サービス　お問い合わせヘルプデスク
　　・　電話番号　　（固定電話の方：無料）０１２０－４６４－１１９
　　　　　　　　　　（携帯電話の方：有料）０５７０－０４１－００１
　　・　e-mail　　　help-shinsei-shizuoka@s-kantan.com

４　情報システム開発等の業務の内容
　　登録業務種目と各種目の業務範囲については、下記表のとおりです。
	業　務　名
	業　　　務　　　の　　　範　　　囲

	システム分析業務
	現状分析・問題分析、新システムの概念設計・システム化計画の作成、システム監査等

	システム開発業務
	各種システム・プログラムの設計・開発等
（概要設計、入出力設計、コード設計、ファイル設計、データベース設計、信頼性・安全性設計、プログラム設計、運用テスト等）

	システム運用・管理業務
	ハードウェア保守、ソフトウェア保守、セキュリティ管理、コンピュータウイルス対応、システム運用要員の派遣等

	ネットワーク関連業務
	LAN等及びその他ネットワークのシステム設計・構築・運用等、ホスティング・IDC関連

	インターネット関連業務
	Webページの作成・運用、Webページ作成要員の派遣、インターネット関連システムの開発・運用等

	データ処理業務
	データ入力、データ集計、データ変換加工、データ入力要員の派遣等
※「６　データ保護、管理に関する体制」の「その他以外」すべての項目を満たしていないと申請ができません。

	コンピュータ研修業務
	アプリケーションソフトの操作研修、業務システムの操作研修、テキスト作成及び講師・補助員の派遣等、e-learningシステム関連



５　申請様式への記入上の留意事項
　　記入様式の「営業概要書」シートに必要事項を入力すれば、様式各号の入力欄に対して自動転記されるように、数式が設定されています。数式が記入された箇所は直接編集しないように注意してください。
以下、記入に際しての注意事項を確認してください。

(１) 「営業概要書」シート（青色網掛け）
　　・黄色の欄は、該当する場合、「－」を「○」に変更してください。
・水色の欄は、必要事項を、直接記入してください。
　　・ピンク色の欄は、数式が入っているため、直接編集しないようにしてください。

　　　【０ 参加資格審査を申請する業務】
　　　　・営業概要書「５ 契約実績」の契約実績毎の業務区分で、「○」がついているもののみ、申請が可能です。
　　　　・「データ処理」を希望される場合、「６ データ保護、管理に関する体制」の「その他」欄以外のすべてが「○」でないと申請できません。

[bookmark: OLE_LINK2]　　　【１ 会社概要】
　　　　・国税庁から通知された13桁の法人番号を半角数字（ハイフンなし）で入力してください。
　　　　・「商号又は名称」は、登記された商号を記入してください。(株)等の記号やアルファベットで省略することなく、登記されたとおりに記入してください。なお、フリガナ欄では「カブシキガイシャ」等の組織名は省略してください。
　　　　・「所在地」は、登記された本店(社)の所在地を記入してください。
　　　　・「電話番号」、「FAX番号」、「e-mailアドレス」は、本店(社)の営業担当部署もしくは担当者の番号及びアドレスを記入してください。FAX番号がない場合は、空欄で構いません。
　　　　・「ホームページアドレス」は、トップページのURLを記入してください。
　　　　・「設立年月」は、登記された設立年月を、西暦で記入してください。記入いただいた右横に、和暦換算の結果と営業年数が自動的に表示されます。なお、「営業年数」が２年に満たない場合で、組織変更などにより実質の営業年数が２年以上であることを証明可能な場合は、当該事実に係る証明書を添付してください。
　　　　・「申請担当者役職名・氏名」は、社内部署名のほか、申請を代行する行政書士等の情報でも構いません。
・「資格等」は、ISO等の認定・登録事項がある場合は、証明書等に記載の初回（更新）認定・登録日のうち、最も新しいものを記入してください。認定範囲が限定されている場合は、情報システム関連のものに限ります。また、資格等の記載事項について確認できる許認可証等の写しのほか、付属書等があればそれらも添付してください。
　
　　　【２ 静岡県と契約する主たる支店、営業所等】
　　　　・静岡県との入札、契約代金の請求及び受領等の権限を、支店や営業所等への委任を予定する場合には記入してください。併せて、委任状（様式第３号）の提出が必要になります。
　　　　・委任状（様式第３号）記載の受任者と同じ内容を記入してください。
　　　　・「電話番号」、「FAX番号」、「e-mailアドレス」は、直接取引をする営業部署のものを記入してください。

　　　【３ 経営規模】
　　　　・「売上高」、「経常利益」は、直近２年度の損益計算書に記載された各金額を千円単位で記入してください。

　　　【４ 従業員の状況】
　　　　・申請（提出）日時点の状況を記入してください。
　　　　・「従業員の構成」は、申請（提出）日時点に常時雇用されている本店、支店、営業所等の全体の従業員（常勤の役員も含む。なお、非常勤、臨時、パート、アルバイト等は除く）の人数及び内訳を記入してください。兼務があっても主たる業務を基にいずれかに当てはめて記入してください。該当する従業員がいない場合は、「0」と記入してください。
　　　　・「情報処理技術者試験合格者の人数」は、情報処理関係の技術職員のうち該当する人数を、実人数で記入してください。１人で複数の資格を有する場合には、資格ごとに別々に計上してください。(有資格者の人数の計と技術職員の人数は一致しなくてもかまいません。)
　　　　・旧資格試験の合格者については下表を参考にして、計上してください。それ以外の情報処理関係の資格・認定試験に該当する場合は、「その他」の欄に記入してください。
	新名称（ファイル記載の名称）
	旧名称

	ITパスポート（IP）
	初級システムアドミニストレータ

	情報セキュリティマネジメント（SG）
	テクニカルエンジニア（情報セキュリティ）

	
	情報セキュリティアドミニストレータ

	基本情報技術者（FE）
	基本情報処理技術者

	応用情報技術者（AP）
	ソフトウェア開発技術者

	ITストラテジスト(ST)
	システムアナリスト

	
	上級システムアドミニストレータ

	システムアーキテクト（SA）
	アプリケーションエンジニア

	プロジェクトマネージャ（PM）
	プロジェクトマネージャ

	ネットワークスペシャリスト（NW）
	テクニカルエンジニア（ネットワーク）

	データベーススペシャリスト（DB）
	テクニカルエンジニア（データベース）

	エンベデッドシステムスペシャリスト（ES）
	テクニカルエンジニア（エンベデッドシステム）

	ITサービスマネージャ（SM）
	テクニカルエンジニア（システム管理）

	システム監査技術者（AU）
	システム監査技術者


　　　　・「静岡県内に所在する事業所等における雇用状況」は、静岡県内に有する事業所等で雇用している従業員数および障害者の人数を記入してください。

　　　【５ 契約実績（過去２年間の主な契約実績）】
　　　　・契約実績は、原則として過去２年間に履行完了した業務のうち、資格審査を申請する業務に関する主な実績を記入してください。
　　　　・契約名又は契約内容の欄は業務内容がわかるように具体的な名称等を記入してください。
　　　　・業務名の欄はシステム分析業務、システム開発業務、システム運用・管理業務、ネットワーク関連業務、インターネット関連業務、データ処理業務、コンピュータ研修業務のうち該当するもののすべてについて「－」を「○」に変更してください(複数選択可)。
　　　　・「静岡県との契約」は、静岡県との契約を記入してください。契約相手方の欄には発注元である県の部局名又は出先機関名を記入してください。
　　　　・「その他の官公庁等との契約」は、官公庁等（国、静岡県以外の都道府県、市町村、公団、事業団、独立行政法人等）との契約を記入してください。
　　　　・「民間企業等の契約」は、上記以外の契約相手方との契約を記入してください。
・契約相手方との守秘義務が存在する場合で、契約相手方及び金額を秘匿したい場合は、「非公表」等と記載して差し支えありません。 ただし、業務実績として判定できるよう、業務内容及び契約期間は具体的に記載してください。

＜記載例＞
	契約相手方
	静岡県電子県庁課
	業　　務　　区　　分

	契約名または契約内容
	*****システム開発
	システム分析
	システム
開発
	運用管理
	Net
work
関連
	Inter
net
関連
	Data処理
	研修

	契約金額
	10,000
	 千円
	
	
	
	
	
	
	

	契約期間
	令和**年*月～令和**年*月
	○
	○
	―
	―
	―
	―
	―



　　　【６ データ保護、管理に関する体制】
・「データ処理業務」を申請される場合は、必ず記入してください。
　　　　・実施している項目は「－」を「○」に変更し、具体的内容を記入してください。記入にあたっては、記載例を参考にしてください。
　　　　・「JIS Q 27001」や「JIS Q 15001」などを参考にしてください。


＜記載例＞
	項　　　目
	実施
	具　　体　　的　　内　　容

	　保管設備の設置、
　データ等の保管方法
	○
	重要なデータ等を収納するデータ等保管設備には、錠を取り付けて、鍵の管理は特定者が行っている。

	　機器室、保管設備等
　への入退室管理
	○
	建物の出入口で写真入身分証明書により入館の資格を確認し、館内にあっては識別章を常時着用させている。

	　機器操作者のチェック
	○
	コンピュータ室への入退室者の氏名及び入退室時間を記録している。

	　データ・設備管理者
　の設置
	○
	防犯組織を設け、責任体制を定めている。

	　防災・事故対策の
　体制
	○
	防災組織を設け、責任体制を定めている。

	　データ取扱規程等の
　整備
	○
	社内規程に従って事業所の管理や情報システムの運用を実施している。

	　社内監査、検査の
　実施
	○
	監査責任者が随時に監査を行っている。

	その他（上記以外の場合について、具体的に記入）
	　



(２) 様式第10号「役員等名簿」
役員の氏名フリガナ、氏名、生年月日、性別、役職を記載してください（所在地は記載不要）。記載する役員等の範囲は、次のとおりです。
・法人の場合は、登記事項証明書に記載のある役員全員及び静岡県との取引に関して委任を受ける者。法人の内部の規定において役員に該当しない場合であっても、様式第３号の委任状で契約等の権限を委任された支店長や営業所長等についても記載してください。 
・個人事業の場合は、事業主のみ
[bookmark: _GoBack]　　　※名簿の情報は、静岡県警察本部への照会確認（暴力団等排除）のみに使用し、その他の目的には一切使用いたしません。

　　【留意事項】
　　　・申請から審査結果通知までの処理期間は、15日程度です（定期審査を除く）。
・審査の結果、有資格者となった場合、資格者名簿（法人番号、商号または名称、業務の種別、代表者職・氏名、本店所在地、委任先名称の情報を記載）を公表しますので、あらかじめ御了承ください。
・審査の結果、有資格者となった場合、電子申請サービスを通じて審査結果通知書を送付しますので、必ずダウンロードの上保管してください。
・資格者名簿への登載は、必ずしも静岡県からの発注を保証するものではありません。
様式第３号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）申請日（電子申請サービスでの送信日）

(例)

委　　任　　状

令和☆☆年☆月☆日　

　　静岡県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申　請　者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在　　地　静岡県静岡市葵区追手町○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号 又は 名称　株式会社 静岡県システム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職名申請日（電子申請サービスでの送信日）

代表者印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び氏名　代表取締役　○○　○○実印
資格の有効期間の最終日


　私は下記の者を代理人と定め、令和☆☆年☆月☆日から令和○年〇月〇日までの間、静岡県との間で行う下記の権限を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　受任者　所　 在 　地　静岡市駿河区―　―　―　―
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　株式会社 静岡県システム受任者印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　 氏 　名　静岡営業所　所長　☆☆ ☆☆印


記

１　見積り及び入札に関すること

２　契約の締結に関すること

３　契約の履行に関すること

４　復代理人選任並びに解任に関すること

５　代金の請求及び受領に関すること









様式第４号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
(例)

使　用　印　鑑　届

　下記の印鑑を競争入札及び見積りの参加並びに契約の締結、代金の請求及び受領のために使用しますので、お届けします。

記

	使用印鑑
	

代表者印



　　　　　　注　様式第３号の委任状を提出する場合は、代理人が使用する印鑑とします。

申請日（電子申請サービスでの送信日）


　　　　令和☆☆年☆月☆日

　　静岡県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　（申 請 者）
　　　　　　　　　　　　　　所　 在 　地　静岡県静岡市葵区追手町○－○
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　株式会社 静岡県システム
　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職名代表者印

　　　　　　　　　　　　　　　　　及び氏名　代表取締役　　○○　○○　　　実印






